
様式第９ 

循環型社会形成推進地域計画目標達成状況報告書 
 

地域名 構成市町村等名 計画期間 事業実施期間 

宮崎県央地域 宮崎市、国富町、綾町、西都市、高鍋町、新富町、西

米良村、木城町、川南町、都農町 

平成 30年 4月 1日 

  〜令和 7年 3月 31日 

平成 30年 4月 1日 

  〜令和 7年 3月 31日 

 

１ 目標の達成状況 

（ごみ処理） 

指      標 

 

現状（割合※１） 

（平成 28年度） 

目標（割合※１） 

 （令和 7年度） A 

実績（割合※１） 

  （令和 7年度）   B 

実績/目

標※２ 

排出量 

 

 

 

 

事業系 総排出量 

    １事業所当たりの排出量 

生活系 総排出量 

    １人当たりの排出量 

       51,820 t 

       2.04 t 

       124,921 t 

       183.70 kg/人 

49,014 t 

     1.97 t 

  119,621 t 

181.37kg/人 

(-5.4%) 

(-3.4%) 

(-4.2%) 

(-1.3%) 

  45,633 t 

    1.83 t 

 112,300 t 

180.29kg/人 

(-11.9%) 

(-10.1%) 

(-10.1%) 

(-1.9%) 

 220.5% 

 293.4% 

 238.1% 

 146.4% 

合 計 事業系生活系総排出量合計        

176,741 t 

        

168,635 t 

(-4.6%)     

157,933 t 

(-10.6%)  232.0% 

再生利用量 

 

直接資源化量 

総資源化量 

    1,411 t 

   24,757 t 

(0.8%) 

(13.9%) 

    1,347 t 

   25,012 t 

(0.8%) 

(14.7%) 

   1,212 t 

  18,282 t 

(0.8%) 

(11.5%) 

-7307.9% 

-292.1% 

エネルギー回収量 エネルギー回収量（年間の発電電力

量） 

       64,643.1 MWh        64,000 MWh     56,341 MWh  

最終処分量 埋立最終処分量        

21,476 t 

(12.2%)         

20,021 t 

(11.9%)    

18,620 t 

(11.8%) 129.6% 

 ※１ 排出量は現状に対する増減割合、直接資源化量・埋立最終処分量は排出量に対する割合、総資源化量は排出量＋集団回収量に対する割合を記載。 
 ※２ 排出量は実績の割合/目標の割合を記載。再生利用量・最終処分量については、（実績の割合-現状の割合）/（目標の割合-現状の割合）を記載。 

（生活排水処理） 

指      標 

 

現 状 

（令和  年度） 

目 標 

 （令和  年度） 

A 

実 績 

 （令和  年度） 

B 

実績/目

標※３ 

総人口         ―  

公共下水道 

 

汚水衛生処理人口 

汚水衛生処理率又は汚水処理人口普及

率 

 

                  ％ 

 

                  ％ 

 

                  ％ 

      % 

      % 

集落排水施設等 

 

汚水衛生処理人口  

                  ％ 

 

                  ％ 

 

                  ％ 

      % 



汚水衛生処理率又は汚水処理人口普及

率 

      % 

合併処理浄化槽等 

 

汚水衛生処理人口 

汚水衛生処理率又は汚水処理人口普及

率 

 

                  ％ 

 

                  ％ 

 

                  ％ 

      % 

      % 

未処理人口 汚水衛生未処理人口          % 

 ※３ （実績の割合-現状の割合）/（目標の割合-現状の割合）を記載 

 

２ 各施策の実施状況 

施策種別 

 

事業 

番号 

施策の名称等 

 

実施主体 

 

施策の概要 

 

事業実施期間 

(事業計画期間) 

施策の実績 

 

発 生 抑

制、再使

用の推進

に関する

もの 

5 家庭ごみ有料化事業 宮崎市、西都市、高

鍋町、新富町、西米

良村、木城町、川南

町、都農町 

家庭ごみを有料の指定袋で収

集 

H30〜R6 家庭ごみを有料の指定袋で収

集する事業を継続実施した。

令和元年 10 月の消費税率引き

上げに伴いごみ袋の金額を改

定し、令和 6年度製造分からは

指定ごみ袋のデザインリニュ

ーアル及び袋の厚さの変更

(0.04mm から 0.035mm へ)を実

施した。 

6 生ごみ有料化事業 国富町、新富町 生ごみを有料の指定袋で収集 H30〜R6 生ごみの有料の指定袋で収集

する事業を継続実施した。令

和２年度、物価高騰による値

上げを町補助金で補填。令和

４年度に補助金を 1/2、令和９

年度以降補助金なしと段階的

に金額の改定を実施する予

定。 

7 粗大ごみ有料化事業 宮崎市、西都市、高

鍋町、西米良村、川

南町 

粗大ごみや家電リサイクル法

対象品目を有料で収集 

H30〜R6 粗大ごみの有料収集を継続実

施した。また、利便性向上の

ため令和 3年 4月から粗大ごみ

のオンライン申込みを開始し

た。 

8 ごみ分別説明会/市

政出前講座 

宮崎市、西都市、高

鍋町 

自治会等の団体の会合におい

て説明会を開催し意識高揚を

H30〜R6 自治会、婦人会、高齢者団体

などの各会合において、ごみ



図る の分別や減量に関する説明会

や出前講座を継続して開催

し、市民の意識高揚を図っ

た。 

9 ごみゼロ運動・リサ

イクル運動 

宮崎市、西米良村 分別や４R について、イベン

ト会場での啓発や情報端末等

を用いて周知を図る 

H30〜R6 ごみ分別アプリ（平成 30 年 3

月導入）やチャットボット等

の情報端末を活用した周知を

行った。また、民間が提供す

るリユースの仕組みへ転換す

るため、令和 5年度にリユース

サイト運営企業（株式会社ジ

モティー、株式会社マーケッ

トエンタープライズ）と協定

を締結した。 

10 啓発活動 宮崎市、川南町 広報誌やフェイスブック等を

通じて定期的な周知や情報提

供を行う 

H30〜R6 「ごみと資源物の分け方・出

し方ハンドブック」（多言語

対応）の作成・配布や、ホー

ムページを通じた周知を継続

した。また、AI を活用したご

み分別案内チャットボットを

導入し、後にごみ分別アプリ

へ統合した。 

11 環境学習 宮崎市、川南町 小学校の授業で環境学習を実

施し、児童への啓発を行う 

H30〜R6 小学校 4年生を対象に買い物ゲ

ーム等を通じた「こども 5R 学

習」を実施したほか、エコク

リーンプラザみやざきの環境

学習施設「ecola（エコラ）」

での工場見学やリサイクル教

室などを継続実施した。 

12 食品ロス削減対策 宮崎市、高鍋町 広報等で食品ロス削減を周知

する 

H30〜R6 ごみ減量アドバイザーによる

各種行事・会合での啓発など

を通じて、生ごみの発生抑制

や水切りの推進、食品ロス削

減に向けた周知を継続実施し



た。 

13 生ごみ処理器支給・

電動生ごみ処理機購

入費補助事業 

宮崎市、西都市、新

富町、木城町、都農

町 

生ごみ処理器・電動生ごみ処

理機購入者に補助 

H30〜R6 生ごみの自家処理推進のた

め、生ごみ処理器の無料支給

（令和 5年度まで）や、電動生

ごみ処理機の購入費半額補助

（インターネット購入分も対

象）を実施した。令和 6年度か

らは無料支給を廃止し、新た

な生ごみ処理容器（バッグ型

や木箱型など）の購入費の一

部補助を開始した。 

14 生ごみ用水切りバケ

ツ補助 

綾町 生ごみ専用水切りバケツの購

入費を申請世帯に補助(500

円) 

H30〜R6 生ごみ専用水切りバケツの購

入費を申請世帯に補助(500 円)

する事業を継続実施した。 

15 資源物集団回収推進

事業 

宮崎市 びん・古紙・古布・缶・廃油

を報償品目とし自治会等へ参

加呼び掛け 

H30〜R6 古紙・缶・びん・家庭用廃食

用油を対象に自治会等による

集団回収を支援した。古紙引

取価格の下落に伴い、令和 2年

3 月回収分から古紙の報償金を

1kg 当たり 4円から 6 円へ引き

上げた。 

16 資源物回収推進事業 宮崎市、新富町 月２回古紙類（雑誌・段ボー

ルなど）を回収 

H30〜R6 宮崎地区製紙原料直納協同組

合等への委託により、古紙類

(新聞紙、雑誌類、ダンボー

ル、紙パック)の回収を継続し

た。 

17 パソコンのリサイク

ル 

宮崎市 自作パソコンやメーカー不在

品に限り有料で回収しリサイ

クルを行う 

H30〜R6 令和元年 10 月にリネットジャ

パンリサイクル株式会社と協

定を締結し、宅配便を利用し

た回収スキームを導入した。

これにより自作パソコンやメ

ーカー不在品の回収スキーム

が整備されたため、令和元年

10 月に市による収集や受け入



れを停止した。 

18 使用済小型家電品回

収事業 

宮崎市 小型家電品 40品目を収集し、

レアメタル等のリサイクルを

推進 

H30〜R6 市内施設に回収ボックスを設

置しての拠点回収やピックア

ップ回収を継続した。また、

令和元年 10 月からは対象品目

を 40品目から 42品目に拡大し

て実施した。 

19 マイバッグ運動・レ

ジ袋削減 

宮崎市、西米良村 地域の商工会と協力する等、

マイバッグ推進・レジ袋自粛

を推進する 

H30〜R6 エコバッグ利用推進イメージ

キャラクター「エコガルー」

等を活用し、ごみ減量とリサ

イクル運動の一環として啓発

活動を継続実施した。 

処理体制

の構築、

変更に関

するもの 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

処理施設

の整備に

関するも

の 

1 

 

 

エコクリーンプラザ

みやざき長寿命化工

事 

宮崎市 当該施設の長寿命化のため必

要な工事を実施する 

R3〜R6 施設の稼働時間から 15 年以上

が経過したことを踏まえ、長

寿命化や安定稼働を目的とし

た基幹的設備等改良工事を適

切に実施した。 

施設整備

に係る計

画支援に

関するも

の 

2 エコクリーンプラザ

みやざき長寿命化計

画総合策定業務 

宮崎市 当該施設の長寿命化のため必

要となる整備計画を策定する 

H30 エコクリーンプラザみやざき

の長寿命化工事に向けた基本

計画の策定を実施した。 

4 エコクリーンプラザ

みやざき長寿命化工

事発注仕様書作成支

援業務 

宮崎市 R3 年度以降に実施する長寿命

化工事の発注仕様書作成支援

を行う 

R2 長寿命化工事の実施に向けた

発注仕様書の作成支援業務を

行い、円滑な工事発注に努め

た。 

その他 20 不法投棄対策 宮崎市、国富町、西

都市、高鍋町、新富

町、西米良村、木城

町、川南町、都農町 

住民からの情報に基づく不法

投棄調査や常習地区のパトロ

ール、看板設置等を実施 

H30〜R6 不法投棄禁止看板の支給、市

民からの情報提供による不法

投棄調査、常習地区における

定期パトロールを継続して実

施し、不法投棄の未然防止に

努めた。 



21 資源物持ち去り禁止 宮崎市 条例改正により持ち去り行為

を巡回などによる監視を行う 

R3〜R6 宮崎市廃棄物の適正処理、減

量化及び資源化等に関する条

例に基づき、資源物の持ち去

り行為の禁止及び罰則規定の

適用により、巡回等での監視

指導を継続実施した。 

22 ごみ持ち帰り運動 西米良村 イベント開催時、来客に対し

てごみの持ち帰りをお願いす

る 

H30〜R6 イベント開催時にはごみ箱は

設置せず、ごみの持ち帰りを

お願いした。 

 

３ 目標の達成状況に関する評価 

◯排出量 

・「家庭ごみ有料化事業」、「ごみゼロ運動・リサイクル運動」、「食品ロス削減対策」などの施策の実施により、事業系・生活系とも

に排出量を削減し、目標を達成することができた。 

◯再生利用量 

・「家庭ごみ有料化事業」、「ごみゼロ運動・リサイクル運動」、「資源物集団回収推進事業」、「資源物回収推進事業」などの施策を

実施したが、ペーパーレス化及び「びん」のペットボトル化等により再生利用できる廃棄物の収集量が減少しており、目標を達成するこ

とができなかった。今後は分別の意義や具体的な方法について、より一層の周知・啓発活動を強化していくことで資源ごみの回収率を上

げる必要がある 。 

◯エネルギー回収量 

・ごみ焼却量の減少に加え、４年毎に実施する蒸気タービン発電機の点検等に伴う発電日数の減少により、目標を達成することができな

かった。 

◯最終処分量 

・「家庭ごみ有料化事業」、「ごみゼロ運動・リサイクル運動」、「食品ロス削減対策」などの施策の実施により、埋立最終処分量を削

減し、目標を達成することができた。 

 

 

（都道府県知事の所見） 

排出量及び最終処分量について目標を達成しており、各施策が適正に実行された結果と考えます。各施策の効果がうかがえており、今

後も引き続き各施策の着実な実施と排出量の削減に努めていただきますようお願いします。 

再生利用量及びエネルギー回収量については目標達成には至っていないものの、その背景には廃棄物総量や焼却量の減少という前向き

な要因が含まれており、一概に各施策・取組みの効果が限定的であったという評価にはつながらないため、この排出抑制の成果を維持し

つつ、循環型社会形成推進地域計画改善計画書に基づいた施策の実施と、更なる評価分析を行ったうえでの目標達成に向けた取組みをお

願いします。 

 


